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2014 年 7 月、ズマ（J. Zuma）大統領が改正土地権返還法（2014 年）に署名した後の『ケープ
タイムズ』紙一面には、「ついにサン、コイの土地申請が可能に」という見出しが躍った［Cape Times, 
2 July 2014］。だが、この見出しは誤った情報を伝えていた。改正法の目的は土地返還の申請を 2019













2013 年 2 月の施政方針演説においてズマ大統領は、1998 年末に締め切られた土地返還申請の再
開と、現行では対象外であるコイサンの申請に対応するため 1913 年期限の例外について検討する







改革省（Department of Rural Development and Land Reform: DRDLR）が開始したコイサン団体やグ
ループ3との政策協議過程に関する情報が不足していることも原因であろう。そこで本稿では、
                                                        
1  歴史的にはコイ（コイコイ）とサンは別個の集団として現れるが、現在の南アフリカにおいては、コイサン
（Khoisan, Khoi-San）という用語がこれら 2 つの集団を指す集合名詞として一般に使用されており、固有名詞を
除き、本稿でも基本的にこの語を用いる。なお、最近では現代ナマ語の正字法に従いコエサン（Khoesan, Khoe-San）
と表記される場合もある。 
2  土地返還申請の再開については多くの学識者が慎重な意見を表明し、土地 NGO の間では意見が割れた。改正法
案をめぐるさまざまな意見については、著者による「海外研究員レポート 南アフリカ、土地返還申請の受付



































（Griqua National Conference: GNC）5のように、長期にわたるリーダーの記録と組織的な構造を有し
ている団体がある一方で、数名程度の個人ないし親族からなるグループもある。ウェブサイトを
有する団体もあるが、更新がほとんど行われていない場合が多く、情報の発信や共有、議論の手
                                                        
4  コイサン・コミュニティと指導者の地位を認定するための協議が、政府とコイサンの代表者の間で過去 15 年に
わたり続けられてきたが、現時点では、コイサンは南アフリカにおいて文化的属性を有する集団としては法的
に認められておらず、コイサンの定義も存在しない。そのため、現時点では、コイサンとはあくまで自称、と
いうことになる。ただし、政策協議の一環として 1999 年に政府が実施した調査により、南アフリカには 5 つの
主たるコイサン集団――グリクア、コラナ、ナマ、ケープコイ、サン――が存在することが特定されている［DTA 
2011］。 




















である。たとえば南アフリカ先住民復活研究所（Institute for the Restoration of the Aborigines of South 
Africa: IRASA）7は、コイサンの先住民としての地位の認定と土地に対する先住民権の回復の提唱
をメインに活動している。他方、コエ・サン・アクティブ啓発グループ（Khoe and San Active 
















                                                        
6  スマートフォンで使用する無料アプリで、リアルタイムでメッセージや画像、音声のやり取りができるほか、
グループを作り、グループ内でこれらの情報を共有することが可能である。 
7  http://aboriginalkhoisan.org/ 2014 年 7 月 28 日アクセス。 
8  http://ksaag.wordpress.com/ 2014 年 7 月 28 日アクセス。 
9  http://www.khoisan.net/ 2014 年 7 月 28 日アクセス。 
10 コイサン活動家インタビュー、2013 年 10 月 5 日、於ホートベイ（Hout Bay）。 
南アフリカにおけるコイサン復興運動と土地政策 






































                                                        
11 北ケープ州土地返還委員会からの電子メールでの回答（2013 年 10～12 月）。 
12 コイサン活動家インタビュー、2013年 7 月 30 日、於ホートベイ（Hout Bay）。 
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た［Cape Times, 18 June 2013, 2 June 2014］。いずれも短期間に終了したこれらの土地占拠は、政府
やディストリクト・シックス地区の土地返還申請人との衝突をもたらしたのみならず、コイサン












年 6 月 19 日以降に人種差別的な法律ないし慣行の結果として土地を剥奪された事例のみを扱う、
と明確に述べている［DLA 1997, 8］。多くのコイサンは、1913 年よりはるか以前に土地を剥奪さ
れたため、コイサンによる土地返還申請は、1994 年土地権返還法の対象外となった。これに関し
て、多くの形態の土地剥奪が 1913 年以前に起こったため、遡って土地返還の申請ができる期限を
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1913 年とするのは恣意的である、と批判する論者もいる［Cavanagh 2013, 104-109］。だが、1913
年が期限として選ばれたのには少なくとも以下の 3 つの理由があったことを思い出す必要がある。 




した 1652 年、②原住民土地法が制定された 1913 年、③国民党が政権を掌握しアパルトヘイト政











































1997 年白書から 2013 年初頭の施政方針演説まで、コイサンの土地要求に対して DRDLR が何ら
かの対応を検討した様子はない。だが、演説直後の 2013 年 4 月、DRDLR は、「コイとサンの子孫
























れ、各州の代表として 5 人が選出された。彼らは、全国コエサン・レファレンス・グループ（National 
南アフリカにおけるコイサン復興運動と土地政策 
9 アフリカレポート 2015 No.53 
 
Khoe and San Reference Group: NAREG）を結成し、DRDLR による政策提案の立案を補助する役割
を担うことになった。NAREG 議長には西ケープ州在住のナマの指導者、ジョン・ヴィットボー
イ（J. Witbooi）が選ばれた。 
NAREG と DRDLR の間の政策協議過程については資料が公表されていないが、最終的に 2014
年 4 月、DRDLR は「全国コエ・サン対話 2」（キンバリーII とも称される）と題する会議をキン
バリーで開催し、全国から集められたおよそ 500 人のコイサンの代表者に対して、2 つの政策案


















地法 100 周年にあたる 2013 年には土地政策の目玉が必要であることから、コイサン向け土地政策
という新たな政策が、返還申請の再開とともにその役割を果たすことになった。これら 2 つの政
策案は、前年の 2012 年末に開かれた ANC の第 53 回党大会において、原住民土地法 100 周年の一
環として実施すべきことが決議されており［ANC 2012, 26］、コイサン復興運動の拠点のひとつで





                                                        
15 ンクウィンティ大臣によれば、2009 年にズマ大統領から土地改革・農村開発担当相の拝命を受けた際に大統領
から 2 つの課題を与えられた。それらは、1998 年の返還申請提出期限を見逃してしまった人々と事業の対象外
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げられることはなかったが、2013 年 2 月のズマ大統領による施政方針演説をきっかけにこの状況
は大きく変化した。DRDLR は北ケープ州キンバリーに全国のコイサン団体やグループの代表者を
集めて 2 度にわたり政策協議会議を開催し、コイサン向け土地政策の内容を具体化させてきた。
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